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港湾の整備により
発生する効果

バルク貨物（穀物）の
輸送コスト削減効果

広く国民に波及する効果

■バルク貨物（穀物）における効果の波及イメージ

畜産・輸送関連従事者
の所得向上

スーパー従事者の
所得向上

消費者の購入価格
低下

・新規企業の立地
・雇用の創出
・設備投資の増加

食肉加工場 スーパー

・生産費用の低下

港湾の整備による効果が見えにくい
（他の事象による影響が大きい）

・生産量の増加
・収益性の増加

ガイドラインの位置付け

・港湾整備事業の事業評価における費用便益分析では、効果の総量の把握がしやすいことから、港湾の整備により直接発
生する効果のみを把握することとしているが、本ガイドラインにおいては、広く国民に波及している効果も含めて把握し、「見え
る化」するための考え方を示す。

港湾の整備による効果が見えやすい
（他の事象による影響が小さい）

港湾の整備により発生した効果
が形を変え、様々な関連産業
の従業者の所得向上や製品購
入価格の低下等、多様な効果

として国民に波及

広く国民に波及する多様な効果
（ガイドラインで特にストック効果の把握手法を整理する範囲）

・関連産業の誘発

・新規企業の立地
・雇用の創出
・設備投資の増加

・調達コストの低下

・生産量の増加
・収益性の増加

・関連産業の誘発

・新規企業の立地
・雇用の創出
・設備投資の増加

・調達コストの低下

・生産量の増加
・収益性の増加

・関連産業の誘発

費用便益分析で計測
している効果（便益）

※ストック効果を把握する際は、効果の波及過程で、背後地に多数の企業が集まることによる生産性
の向上や、国内外の交流による産業の多様性の醸成等の外部効果（ある主体の行動の結果として、
他の主体が正又は負の影響を受けること）が発生することに留意する。

飼料工場・
養鶏場
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ストック効果の把握、活用について

■ストック効果を把握、活用する際の留意点
①港湾のストック効果が広く国民に波及するまでの流れを幅広く把握し、その全体像を可能な限り示す。
※費用便益分析で用いる、整備により直接的に発生する効果を示すよりも、国民一人一人に波及する効果に近いものを示すこ
とが重要
②ストック効果を「見える化」する際は、可能な限り定量化に努める。
③ストック効果を「見える化」する際は、一般に分かりやすい表現や事例を用いることに努める。

■ストック効果の把握、活用の視点
①中・長期的な効果の把握
港湾のストック効果は、工場や事業所の立地等により背後地域が発展していくような長期間をかけて発現するものもあるため、
将来期待できる効果も含め、中・長期的な観点から多様な効果を把握することに努める。
②広域的な効果の把握
港湾で取り扱う貨物の生産・消費地は、港湾が所在する都道府県、市区町村に限らず、広範囲に及ぶ場合があるため、域外
の統計情報も含めて把握するなど、広域的な観点から多様な効果を把握することに努める。
③国家政策に与える効果の把握
港湾のストック効果が、「PORT2030」等に位置付けられた港湾政策を含め、国土強靱化、カーボンニュートラル等の国家政策
にどのように寄与するかについて把握する。
④施策の複合的な連携による効果の把握
背後地域への企業進出や人口増加の効果は、複数の港湾の整備や、周辺の道路、工業団地等の施策が連携して発現する
効果である。このため、特定の港湾の整備のみによる効果に拘らず、様々な施策が複合的に連携したものとして把握してもよい。
⑤外部効果（ある主体の行動の結果として、他の主体が正又は負の影響を受けること）の把握
港湾の整備を契機とした、背後地に多数の企業が集まることによる生産性の向上（集積の経済）や、国内外の交流による産
業の多様性の醸成等の外部効果についても把握することに努める。対象港湾の背後に企業が立地するケース等において、企業
が他の地域から移転してきた場合、社会全体では相殺されている可能性があることに留意する。
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【補足】中・長期的な効果の把握について

・港湾の整備は中・長期的に効果が発現するものであり、社会経済の長期のトレンドやニーズのタイミングを的確に捉えて整備
をすることが重要であることに留意する。また、製造業の東南アジアへの生産拠点の展開等の中長期的な時代の変化や国
際情勢の変化への対応の観点等にも留意する。

○四日市港の背後企業は、東南アジアに生産拠点を展開しており、東南アジア航路のニー
ズが増加している。

○東南アジア航路では、水深14mが必要な船舶の寄港が増加しており、今後こうした船舶
が寄港できる岸壁が主流になると見込まれることから、これに対応した整備を実施する。

■時代の変化、国際情勢の変化を踏まえた港湾整備の必要性の
説明事例（四日市港）

■社会経済の長期のトレンドやニーズのタイミング
を捉えた港湾の整備事例（能代港）

東南アジアで国際分業体制を
構築する四日市港背後企業

四日市港霞ヶ浦地区の施設別
コンテナ取扱量の推移

カーボンニュートラルの実現に向け、
2030年までに1,000万kWの案件形成

の導入目標達成に寄与

2018年 「第５次エネルギー基本計画」閣議決定

2020年 能代港大森地区国際物流ターミナル
整備事業（基地港湾）新規事業採択

2023年 整備完了予定
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穀物
石炭
鉄鉱石

釧路港

鹿島港

小名浜港

木更津港

水島港・福山港

名古屋港

徳山下松港・宇部港
志布志港

水島港

国際バルク戦略港湾政策による海上輸送網の形成釧路港における穀物の荷役状況

【補足】施策の複合的な連携による効果の把握について

■国際バルク戦略港湾の事例（釧路港）

・港湾のストック効果は、事業評価で対象とする事業範囲に限らず、近隣の地区で過去に実施してきた整備の効果と一体的
に発現する場合が多い。また、当該港湾に限らず、他港も含めた広域的な連携により効果が発現する場合もあることに留意
する。

釧路港をファーストポートとした
２港寄り、３港寄りの実現により
穀物輸入ネットワークを形成

岸壁(水深14m)
（2019年完成）

※事業評価対象事業

岸壁(水深12m)
（1982年完成）

事業評価の対象事業のみならず、過去に整備した施設とも一体
的に効果が発現するものとしてストック効果を把握

2港目・3港目寄港先の港湾も含めた海上輸送網が形
成されることにより効果が発現するものとして、港湾政策
としてのストック効果を把握
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ストック効果の把握方法

・ストック効果の内容に応じ、伝わりやすい見せ方やデータの入手方法は様々であり、ストック効果の内容に見合った把握、活
用手法を用いる。

例１：整備前後の写真 例３－１：国民に波及する効果①

例２：関係者の声 例３－２：国民に波及する効果②

■「見える化」のポイント
• 港湾の整備状況のみならず、背後企業の設備投資の状況も可能
な限り示す。

■「見える化」のポイント
• 製造品出荷額や貿易額等の統計データの動向と、貨物量や港湾
の整備時期を併記し、港湾の整備による効果を示す。

■「見える化」のポイント
• 港湾の背後企業に限らない様々な関係者（地元住民や内陸部の
荷主、運送事業者、自治体等）の声を示す。

■「見える化」のポイント
• 新規立地企業数、雇用者数、設備投資額といった定量的なデータ
を示す。道路整備等、港湾と連携して効果を発現させるインフラ整
備があれば、その動向についても併せて示す。 6



【参考】港湾の整備による「みなとまち」の価値向上に関するストック効果の把握

・港湾の整備によるストック効果は、輸送コスト削減等の目に見えるものに限らず、「みなとまち」としての付加価値の向上と
いった目に見えにくいものもある。
・港を含む都市環境の価値に関する既往研究として、今治市を対象とし、都市環境の評価がシビックプライド（＝都市に対
する自負や愛着）に及ぼす影響構造を明らかにした事例がある。

■研究の背景と目的（抜粋）
「都市環境はいかにシビックプライドを高めるか～今治市を事例とした実証分析～」（都市計画論文集 Vol.52 No.3、東京理科大学 伊藤香織氏、2017年）

■研究概要

第一の目的に関連して、歴史的にも現代の都市政策に
おいてもシビックプライドにはいくつかの側面があると考えられる
。本研究では、それらを整理した上で、日本の都市ではどの
ような構成になっているのかを事例を通して探る。第二の目
的に関連して、都市環境の質がシビックプライドを強化する
効果があると言われているものの、質を定量的に測定するの
は、特に異なるタイプの都市環境が混在する場合は困難で
ある。そこで本研究では、都市環境について重要だと考えら
れている価値体系を用い、都市環境の価値評価からシビッ
クプライドへの影響をモデル化する。
本稿の構成は以下の通りである。まず、既往研究のレビュ
ーから、シビックプライドの概念の整理とシビックプライド尺度を
作成する（第2章）。次いで、事例として今治市の都市環
境を取り上げ、都市環境の価値体系を整理した上で、市民
アンケート調査を行う（第3章）。アンケート調査の結果に
対して、因子分析と共分散構造分析を用いて、シビックプラ
イドの因子及び、都市環境の評価がシビックプライドに及ぼす
影響構造を明らかにする（第4章）。最後に総括を行う（
第5章）。

本研究では、シビックプライドの多面性と日本の都市・市民
のシビックプライドの構成を明らかにすることを第一の目的とし、
都市環境の評価とシビックプライドとの関係を明らかにすること
を第二の目的とする。事例を通した実証的分析により、シビッ
クプライドの概念の一端を客観的に明らかにしていきたい。
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・前述の「ストック効果の把握、活用について」「ストック効果の把握方法」を踏まえ、港湾のストック効果の波及フローを「見え
る化」する。「見える化」にあたっては、荷姿や貨物の特性に留意して効果を把握し、フローを作成する。
・ここでは、事業評価等の際にストック効果を簡潔に示すことを想定しているため、簡略化したフローを示しているが、目的・場
面によって、より網羅的な効果を示すフローを作成してもよい。

ストック効果の「見える化」のイメージ（港湾のストック効果の波及フロー）

プロジェクトの例 「見える化」にあたっての留意点

外貿コンテナターミナル ・コンテナ貨物は、サプライチェーンの各段階における様々な品目を取り扱っており、生産地/消費
地や品目が多岐に渡っていることから、広域的に効果が波及することに留意する。

バルクターミナル
・バルク貨物は、港湾直背後の工場等に原材料や燃料として輸入される場合が多く、特に背後
企業の設備投資等が期待されることに留意する。港湾で取り扱う貨物が、形を変えて国民に
届く（例：飼料→畜産品等）ことにも留意する。

内航フェリーターミナル ・フェリーは、貨物のみならず旅客も輸送すること、離島航路など様々な地域特性があることに留
意する。 また、トラックドライバーの休息時間確保の役割があることにも留意する。

ROROターミナル
・ROROは、フェリーと同様、離島航路など様々な地域特性があることやトラックドライバーの休息
時間確保の役割があることに留意する。特に、完成自動車を取り扱う場合、部品点数が多い
ため、関連する製造企業が多数あり、広範囲に立地している場合が多いことから、効果も広域
に波及することに留意する。

クルーズターミナル
・クルーズターミナルの整備は、クルーズ旅客（観光客）による経済効果のみならず、地元住民
の港湾への来訪が増加し、まちづくりの進展や地域の魅力向上といった、 「みなとまち」の価値
を向上させる効果も発生していることに留意する。

洋上風力発電の基地港湾
・洋上風力発電の基地港湾（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾）は、発電コス
トの低下への寄与の他、洋上風力発電設備の建設、運用・維持管理の段階における地元企
業の参入が期待されることにも留意する。

耐震強化岸壁等の
防災・減災関係施設

・実際に被災した際の事例との比較により、整備をしないことによる悪影響や被害の程度を可能
な限り示す。また、整備により被災リスクが低減し、背後の民間投資等が誘発されることにも留
意する。 8



産業立地の活性化

・コンテナ貨物は、サプライチェーンの各段階における様々な品目を取り扱っており、生産地/消費地や品目が多岐に渡ってい
ることから、広域的に効果が波及することに留意する。

ストック効果の波及フローのイメージ① 外貿コンテナターミナル
※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

港湾の利便性向上に伴い、港湾直背後
以外の地域も含めた周辺への産業立地
（設備投資、雇用数増加）が活性化

国民に波及するストック効果として、消費
者の購入価格低下や、関連産業の従事

者の所得向上等が期待される。船社

製品、部品等の
多様な貨物

物流の効率化

ストック効果の波及フロー（イメージ）

フィリピン（マニラ港）からの輸入ルートを釜山トランシップから
博多港の直航に変更することで、リードタイムが1日短縮、物
流コストが13％削減

製造工場、物流倉庫 製造工場 販売店、小売店

消費者 関連産業従事者

地元関係者の声

製材メーカーが安定的に
木材を購入してくれたた
め、木材価格が安定し、
木材（素材）の生産量が
171.3万㎥（2013年）
→199.9万㎥（2019年）
に増加するほど林業が再
生した。

航路数が充実している
当該港に拠点があるこ
とで、東南アジアから
の直航便を利用し、物
流コストを１割以上削
減するとともにリード
タイムを短縮すること
ができた。

整備に伴う主な効果

物流業者

林業
従事者
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民間投資、雇用創出の実現

・バルク貨物は、港湾直背後の工場等に原材料や燃料として輸入される場合が多く、特に背後企業の設備投資等が期待さ
れることに留意する。港湾で取り扱う貨物が、形を変えて国民に届く（例：飼料→畜産品等）ことにも留意する。

ストック効果の波及フローのイメージ② バルクターミナル
※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

国民に波及するストック効果として、
消費者の購入価格や電力価格の低
下、関連産業従事者の所得向上等

が期待される。
船社

発電燃料

エネルギー拠点の形成

ストック効果の波及フロー（イメージ）

国・県・民間事業者の連携により、
LNG基地や天然ガス火力発電所、
バイオマス発電所が立地するなど、
複合型のエネルギー拠点を形成

発電所 一般家庭、小売店

消費者 関連産業従事者

カーボンニュートラルへの寄与
整備に伴う主な効果

民間投資額 約2,240億円
新規雇用 約120人

発電所背後
の製造工場

港湾インフラ整備及び道路整備による物流機能の強化により、
鋼材加工メーカーやコメの低温倉庫が立地するなど、臨海部エリ
アでの約2,240億円の民間投資や約120人以上の雇用創
出の実現に貢献

温室効果ガスを排出しない脱炭素エネルギー源
のひとつとして注目されるバイオマス発電の促進に
寄与し、カーボンニュートラルに貢献

国内海上輸送ネットワークを活用した
脱炭素化の推進イメージ
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トラックドライバー不足への対応

・フェリーは、貨物のみならず旅客も輸送すること、離島航路など様々な地域特性があることに留意する。 また、トラックドライ
バーの休息時間確保の役割があることにも留意する。

ストック効果の波及フローのイメージ③ 内航フェリーターミナル
※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

国民に波及するストック効果として、消費者の
安定的な物資調達や、製品購入価格、移
動費用の低下、関連産業の従事者の所得

向上等が期待される。船社

民間投資、製造品出荷額の増加

ストック効果の波及フロー（イメージ）

背後地域に立地するメーカーの増産や輸出需要に
対応し、円滑な物流を確保するため、港湾整備を
実施。臨海部において、民間企業による投資が約
1,690億円、新規雇用が約2,200人発生してい
る。

小売店

消費者、地域住民 関連産業従事者

離島における生活物資の安定供給

物流倉庫、工場

フェリー利用中はトラックドライバーの船内休憩が
可能であり、フェリーを利用することにより、トラック
ドライバー不足や、過重労働への対応が可能

フェリーターミナルの整備により、フェリーの安定的
な寄航が実現し、背後圏における生活物資の
安定供給に貢献

旅客

食品・小口貨物等の
多様な貨物

一般家庭、観光地

ドライバーは
船内休憩 陸送

車両ごと
自走で積込

シフト

離島の定期船の欠航により、飲料・生鮮
食品等が不足した小売店

整備に伴う主な効果

11



・完成自動車は、部品点数が多いため、関連する製造企業が多数あり、広範囲に立地している場合が多いことから、効果も
広域に波及することに留意する。

ストック効果の波及フローのイメージ④ ROROターミナル（完成自動車）
※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

船社

完成自動車

雇用創出、地域活性化への貢献

ストック効果の波及フロー（イメージ）

高規格道路周辺への自動車関連企業の新規立地等の民間投資が促進されるとともに、自動車メー
カーの周辺地域への生産移管が進むなど、港湾の整備が雇用創出と地域活性化に貢献

組立工場 製造工場
（パーツ）

製造工場
（素材）

関連産業従事者

地元関係者の声

整備に伴う主な効果

自動車関連の産業集積が進んで
いる。地場企業として受注増が期
待できる。

自動車部品
製造企業

港湾整備により物流効率が飛躍
的に向上し、自動車関連の民間
投資と雇用の創出がなされており、
地域の活性化に繋がっている。

自治体

モータープールが拡張され、岸壁
水深を掘り下げるなど港湾環境が
整備されたことで、活用しやすくな
った。東北地方での自動車生産
台数も港湾整備の前後で約1.5
倍に増加している。自動車

メーカー

国民に波及するストック効果として、生産
コスト低下が関連産業従事者の所得向
上等に波及すると期待される。生産コス
ト低下は、企業の競争力強化に繋がり、

更なる輸出拡大に結びつく。

12



観光客の増加に対応した景観形成

※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

国民に波及するストック効果として、
観光消費に伴う経済効果や、それに
伴う地域の「みなとまち」としての価

値向上等が期待される

クルーズ旅客
（観光客）

クルーズ船寄航、観光収入の増加

ストック効果の波及フロー（イメージ）

クルーズターミナルや、背後の臨港道路の整備により、港湾・空港と観光拠点
を結ぶ広域観光ルートが形成。定時性・速達性の向上が図られたことで、クル
ーズ船の寄航増加や観光収入の増加に寄与するなど、観光振興に貢献

観光消費に伴う経済効果 「みなとまち」の価値向上

整備に伴う主な効果

ストック効果の波及フローのイメージ⑤ クルーズターミナル

・クルーズターミナルの整備は、クルーズ旅客（観光客）による経済効果のみならず、地元住民の港湾への来訪が増加し、ま
ちづくりの進展や地域の魅力向上といった、 「みなとまち」の価値を向上させる効果も発生していることに留意する。

観光客の増加を踏まえ、キャッスルプロムナードを整備。陸側のみならず、
海側からの景観も配慮し、都市と海を融合させた魅力的な海辺空間とし
ての賑わいを創出

地元関係者の声
民間投資と雇用が
創出され、地域の
活性化に繋がってい
る。

クルーズの寄港により
特産品の売上げが
増加し、商店街も活
性化した。

自治体 地元商店街

地元住民の
来訪も増加 ・飲食店・土産物店の増加

・寄港地におけるイベントの開催

・交通環境の改善等のまちづくりの
進展
・地域の魅力向上に伴う、観光客・
来訪者の更なる増加や、それに伴う
ビジネスチャンスの発生

地域の魅力向上
により更なる経済

効果が発生

歩道の拡幅

地域住民

2018年のクルーズ船寄港回数は
全国２位（243回）。

2019年はクルーズ船が251回寄港

13



※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

ストック効果の波及フロー（イメージ）

建設、運用・維持管理等

国民に波及するストック効果として、
建設、運用・維持管理の段階にお
ける地元企業の参入が期待され、

地域の活性化に繋がる

発電事業者

国民に波及するストック効果として、
洋上風力発電による発電コストの

低下が期待される

地域住民

ストック効果の波及フローのイメージ⑥ 洋上風力発電の基地港湾

・洋上風力発電の基地港湾（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾）は、発電コストの低下への寄与の他、洋
上風力発電設備の建設、運用・維持管理の段階における地元企業の参入が期待されることにも留意する。

関連産業
従事者

関係者の声
洋上風力発電設備の建設には
地耐力を強化した港湾の整備が
必須。岸壁改良された基地港湾
を活用し、効率的に発電事業に
取り組みたい。 洋上風力

発電事業者

洋上風力発電の計画が進め
ば、県への経済効果も期待さ
れる。国と連携し、両港の活
用を進めていきたい。

自治体

製造工場

洋上風力関連のクラスター形成による地域活性化

• 商社など13社は、洋上風力発電プロジェクトのための特別目的会社を設立。基地港湾の港
湾区域内での同プロジェクトに係る民間投資額（総事業費）は約1,000億円に上り、うち
県内で約260億円の受注が見込まれ、地域経済の活性化に寄与。

整備に伴う主な効果

カーボンニュートラルの実現への寄与
2018年 「第５次エネルギー基本計画」閣議決定

2020年 能代港大森地区国際物流ターミナル
整備事業（基地港湾）新規事業採択

2023年 整備完了予定

カーボンニュートラルの実現に向け、
2030年までに1,000万kWの案件形成

の導入目標達成に寄与 14



・実際に被災した際の事例との比較により、整備をしないことによる悪影響や被害の程度を可能な限り示す。また、整備により
被災リスクが低減し、背後の民間投資等が誘発されることにも留意する。

ストック効果の波及フローのイメージ⑦ 耐震強化岸壁等の防災・減災関係施設
※下図はストック効果の波及フローのイメージであり、特定の事業を想定したものではない

被災時における燃料の安定供給

ストック効果の波及フロー（イメージ）

物流倉庫、工場、発電所

背後産業の幹線貨物
国民に波及するストック効果として、被災時にお
ける幹線貨物輸送が可能となり、背後産業の社
会・経済活動の維持が期待される。また、これに
より、企業の設備投資や、病院等の公共施設の
立地も期待され、地域の活性化に繋がる

耐震強化岸壁を
利用する船舶

国民に波及するストック効果とし
て、被災時における緊急物資輸
送が可能となり、地域住民の生
活・物流の維持が期待される

避難所等

背後地域の活性化

東日本大震災時の岸壁被災状況

大規模地震が発生しても軽微な修復で
荷役が可能となる耐震強化岸壁を整備
し、電力の安定供給が可能に

東日本大震災において、発電燃料を取
り扱う岸壁が被災し、首都圏を含む東
日本地域に広域に電力を供給している
発電所への燃料供給が困難に

整備後の耐震強化岸壁

整備前

整備後

背後の宅地開発が進み、
世帯数が約3割増加

港湾を利用する企業が増加（2019
年の利用企業数は84社）

新規企業立地に伴う雇用創出や人口増加等、
港湾の整備が地域経済の活性化に大きく貢献

被災時の緊急物資

整備に伴う主な効果
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